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はじめに 

（略）快適なマンション生活と良質なマンションストック形成のため、今後、長期修繕計画の作成・見直し

時に管理組合内において意思決定を行ううえでの指針としてご活用ください。 

目次 

第１編 長期修繕計画標準様式                                  23p（様式例記載） 

第２編 長期修繕計画作成ガイドライン                            13p 

第 1章 総則 

第 2章 長期修繕計画の作成の基本的な考え方 

第 1節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的等 

第 2節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順 

第 3節 長期修繕計画の周知、保管 

第 3章 長期修繕計画の作成の方法 

第 1節 長期修繕計画の作成の方法 

第 2節 修繕積立金の額の設定方法 

第 3節 長期修繕計画の内容及び修繕積立金の額のチェックの方法 

第３編 長期修繕計画作成ガイドラインコメント                      103p 

第 1章 総則 

第 2章 長期修繕計画の作成の基本的な考え方 

第 1節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的等 

第 2節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順 

第 3節 長期修繕計画の周知、保管 
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別添 長期修繕計画標準様式の記載例 

参考資料： １建物の専有部分と共用部分の区分 ２専門家の紹介窓口・相談窓口一覧  3支援制度 
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第２編 長期修繕計画作成ガイドライン 

第 2章 長期修繕計画の作成の基本的な考え方 

第 1節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的等 

１ 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的 

① 将来見込まれる修繕工事及び改修工事の内容、おおよその時期、概算の費用等を明確にする。 

② 計画修繕工事の実施のために積み立てる修繕積立金の額の根拠を明確にする。 

③ 修繕工事及び改修工事に関する長期計画について、あらかじめ合意しておくことで、計画修繕

工事の円滑な実施を図る。 

２ 基本的な考え方 

 一 長期修繕計画の対象の範囲 

管理規約に定めた組合管理部分である敷地、建物の共用部分及び附属施設（共用部分の修繕 

工事又は改修工事に伴って修繕工事が必要となる専有部分を含む。）を対象とします。 

なお、共用部分の給排水管の取替えと専有部分の給排水管の取替えを同時に行うことにより、専 

有部分の給排水管の取替えを単独で行うよりも費用が軽減される場合には、これらについて一体 

的に工事を行うことも考えられます。その場合には、あらかじめ長期修繕計画において専有部分の 

給排水管の取替えについて記載し、その工事費用を修繕積立金から拠出することについて管理 

規約に規定するとともに、先行して工事を行った区分所有者への補償の有無等についても十分留 

意することが必要です。 

二 長期修繕計画の作成の前提条件 

① 推定修繕工事は、建物及び設備の性能・機能を新築時と同等水準に維持、回復させる修繕工事を

基本とする。 

② 区分所有者の要望など必要に応じて、建物及び設備の性能を向上させる改修工事を設定する。 

③ 計画期間において、法定点検等の点検及び経常的な補修工事を適切に実施する。 

④ 計画修繕工事の実施の要否、内容等は、事前に調査・診断を行い、その結果に基づいて判断する。 

 ------------------------------------------------------------------------------------- 

第3篇 コメント：なお、法定点検の結果、要是正の判定となった場合に必要となる修理や部品の交換等を 

速やかに行うことが重要であるため、これらの対応については、原則として長期修繕計 

画の推定修繕工事の対象外とすることが望ましいと考えられます。 

  ----------------------------------------------------------------------------------------- 

三 長期修繕計画の精度 

長期修繕計画は、次に掲げる事項のとおり、将来実施する計画修繕工事の内容、時期、費用等を確 

定するものではありません。また、一定期間（５年程度）ごとに見直していくことを前提としています。 

① 推定修繕工事の内容は、既存マンションの場合は現状又は見直し時点での一般的な仕様により設

定するが、計画修繕工事の実施時には技術開発等により異なることがある。 

② 時期（周期）は、おおよその目安であり、立地条件等により異なることがある。 

③ 収支計画には、修繕積立金の運用利率、借入金の金利、物価・工事費価格及び 消費税率の変
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動など不確定な要素がある。 

 

３ 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の条件 

一 管理規約の規定 

管理規約に、長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定に関する次に掲げる事項につい 

て、マンション標準管理規約（以下「標準管理規約」という。）と同趣旨の規定を定めることが必要で 

す。（標準管理規約とコメントhttps://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001417732.pdf） 

①管理組合の業務（長期修繕計画の作成、変更） 

②総会決議事項（長期修繕計画の作成、変更） 

③管理費と修繕積立金の区分経理 

④修繕積立金の使途範囲 

⑤管理費と修繕積立金に関する納入義務・分割請求禁止 

⑥専有部分と共用部分の区分 

⑦敷地及び共用部分等の管理 

また、長期修繕計画及び修繕積立金の額を一定期間（５年程度）ごとに見直しを行う規定を定めること

も望まれます。 

二 会計処理 

管理組合は、修繕積立金に関して、次に掲げる事項により会計処理を行うことが必要です。 

①修繕積立金は管理費と区分して経理する。 

②専用庭等の専用使用料及び駐車場等の使用料は、これらの管理に要する費用に充てるほか、修繕

積立金として積み立てる。 

④ 修繕積立金（修繕積立基金を含む。）を適切に管理及び運用する。 

⑤ 修繕積立金の使途は、標準管理規約第28条に定められた事項に要する経費に充当する場合に限

る             ((注) 第28条 二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕) 

三 設計図書等の保管  

管理組合は、分譲会社から交付された設計図書、数量計算書等のほか、計画修繕工事の設計図書、

点検報告書等の修繕等の履歴情報を整理し、区分所有者等の求めがあれば閲覧できる状態で保管

することが必要です。なお、設計図書等は、紛失、損傷等を防ぐために、電子ファイルにより保管するこ

とが望まれます。 

 

第 2節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順 

１ 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順 

既存マンションの場合は、長期修繕計画の見直し及び修繕積立金の額の設定について、理事会、 

専門委員会等で検討を行ったのち、専門家に依頼して長期修繕計画及び修繕積立金の額を見直 

し、総会で決議します。なお、長期修繕計画の見直しは、単独で行う場合と、大規模修繕工事の直 

前又は直後に行う場合があります。 

２ 検討体制の整備 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001417732.pdf
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長期修繕計画の見直しに当たっては、必要に応じて専門委員会を設置するなど、検討を行うために 

管理組合内の体制を整えることが必要です。 

３ 長期修繕計画の作成業務の依頼 

管理組合が、専門家に長期修繕計画の見直しを依頼する際は、標準様式を参考として、長期修繕 

計画作成業務発注仕様書を作成し、依頼する業務の内容を明確に示すことが必要です。 

４ 調査・診断の実施 

長期修繕計画の見直しに当たっては、事前に専門家による設計図書、修繕等の履歴等の資料調 

査、現地調査、必要により区分所有者に対するアンケート調査等の調査・診断を行って、建物及び 

設備の劣化状況、区分所有者の要望等の現状を把握し、これらに基づいて作成することが必要で 

す。 

５ マンションのビジョンの検討 

マンションの現状の性能・機能、調査・診断の結果等を踏まえて、計画期間においてどのような生活 

環境を望むのか、そのために必要とする建物及び設備の性能・機能等について十分に検討すること 

が必要です。 

また、現状の耐震性、区分所有者の要望等から、必要に応じて「マンション耐震化マニュアル（国土 

交通省）」、「改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル（国土交通省）」等を参考とし、建 

物及び設備の耐震性、断熱性等の性能向上を図る改修工事の実施について検討を行います。 

 

第3節 長期修繕計画の周知、保管 

１ 長期修繕計画の周知 

管理組合は、長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定に当たって、総会の開催に先立ち説

明会等を開催し、その内容を区分所有者に説明するとともに、長期修繕計画について総会で決議する

ことが必要です。また、決議後、総会議事録と併せて長期修繕計画を区分所有者に配付するなど、十

分な周知を行うことが必要です。 

２ 長期修繕計画の保管、閲覧 

管理組合は、長期修繕計画を管理規約等と併せて、区分所有者等から求めがあれば閲覧できるように

保管します。 

３ 長期修繕計画等の開示 

管理組合は、長期修繕計画等の管理運営状況の情報を開示することが重要です。 

 

第 3章 長期修繕計画の作成の方法 

第１節 長期修繕計画の作成の方法 

１ 長期修繕計画の構成 

長期修繕計画の構成は、次に掲げる項目を基本とします。 

① マンションの建物・設備の概要等 

② 調査・診断の概要 

③ 長期修繕計画の作成・修繕積立金の額の設定の考え方 
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④ 長期修繕計画の内容 

⑤ 修繕積立金の額の設定 

２ 長期修繕計画標準様式の利用 

長期修繕計画は、標準様式を参考として作成します。 

３ マンションの建物・設備の概要等 

敷地、建物・設備及び附属施設の概要（規模、形状等）、関係者、管理・所有区分、維持管理の状況

（法定点検等の実施、調査・診断の実施、計画修繕工事の実施、長期修繕計画の見直し等）、会計状

況、設計図書等の保管状況等の概要について示すことが必要です。 

特に、管理規約及び設計図書等に基づいて、長期修繕計画の対象となる敷地、建物の共用部分及び

附属施設の範囲を明示することが重要です。 

また、建物及び設備の劣化状況、区分所有者の要望等に関する調査・診断の結果について、その要

点を示すことも必要です。 

４ 長期修繕計画の作成の考え方 

長期修繕計画の作成の目的、計画の前提等、計画期間の設定、推定修繕工事項目の設定、修繕周

期の設定、推定修繕工事費の算定、収支計画の検討、計画の見直し及び修繕積立金の額の設定に

関する考え方を示すことが必要です。 

５ 計画期間の設定 

計画期間は、30 年以上で、かつ大規模修繕工事が２回含まれる期間以上とします。 

６ 推定修繕工事項目の設定推定修繕工事項目は、既存マンションの場合は、現状の長期修繕計画を

踏まえ、保管されている設計図書、修繕等の履歴、現状の調査・診断の結果等に基づいて設定しま

す。なお、マンションの形状、仕様等により該当しない項目、又は修繕周期が計画期間に含まれないた

め推定修繕工事費を計上していない項目は、その旨を明示します。また、区分所有者等の要望など必

要に応じて、建物及び設備の性能向上に関する項目を追加することが望まれます。 

７ 修繕周期の設定 

修繕周期は、既存マンションの場合、建物及び設備の劣化状況等の調査・診断の結果等に基づいて

設定します。設定に当たっては、経済性等を考慮し、推定修繕工事の集約等を検討します。 

８ 推定修繕工事費の算定 （＝＞「マンションの修繕積立金に関するガイドライン(全24頁)」に記載） 

一 数量計算の方法 

数量計算は、既存マンションの場合、現状の長期修繕計画を踏まえ、保管している設計図書、数量計

算書、修繕等の履歴、現状の調査・診断の結果等を参考として、「建築数量積算基準・同解説（平成29 

年版）（（一財）建築コスト管理システム研究所発行）」等に準拠して、長期修繕計画用に算出します。 

二 単価の設定の考え方 

単価は、修繕工事特有の施工条件等を考慮し、部位ごとに仕様を選択して、既存マンションの場合、過

去の計画修繕工事の契約実績、その調査データ、刊行物の単価、専門工事業者の見積価格等を参考

として設定します。 

なお、現場管理費・一般管理費・法定福利費、大規模修繕瑕疵保険の保険料等の諸経費および消費

税等相当額を上記とは別途設定する方法と、前述の諸経費について、見込まれる推定修繕工事ごとの
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総額に応じた比率の額を単価に含めて設定する方法があります。 

三 算定の方法 

推定修繕工事費は、推定修繕工事項目の詳細な項目ごとに、算出した数量に設定した単価を乗じて

算定します。 

修繕積立金の運用益、借入金の金利及び物価変動について考慮する場合は、作成点において想定

する率を明示します。また、消費税は、作成時点の税率とし、会計年度ごとに計上します。 

９ 収支計画の検討 

計画期間に見込まれる推定修繕工事費（借入金がある場合はその償還金を含む。以下同じ。）の累計

額が示され、その額を修繕積立金（修繕積立基金、一時金、専用庭等の専用使用料及び駐車場等の

使用料からの繰入れ並びに修繕積立金の運用益を含む。以下同じ。）の累計額が下回らないように計

画することが必要です。 

また、推定修繕工事項目に建物及び設備の性能向上を図る改修工事を設定する場合は、これに要す

る費用を含めた収支計画とすることが必要です。 

なお、機械式駐車場があり、維持管理に多額の費用を要することが想定される場合は、管理費会計及

び修繕積立金会計とは区分して駐車場使用料会計を設けることも考えられます。 

10 長期修繕計画の見直し 

長期修繕計画は、次に掲げる不確定な事項を含んでいますので、５年程度ごとに調査・診断を行い、そ

の結果に基づいて見直すことが必要です。なお、見直しには一定の期間（おおむね１～２年）を要する

ことから、見直しについても計画的に行う必要があります。また、長期修繕計画の見直しと併せて、修繕

積立金の額も見直します。 

① 建物及び設備の劣化の状況 

② 社会的環境及び生活様式の変化 

③ 新たな材料、工法等の開発及びそれによる修繕周期、単価等の変動 

④ 修繕積立金の運用益、借入金の金利、物価、工事費価格、消費税率等の変動__ 

 

第２節 修繕積立金の額の設定方法  

「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」に記載あり） 全24頁 

 

第３節 長期修繕計画の内容及び修繕積立金の額のチェックの方法 

１ 標準様式を用いたチェックの方法 

分譲時において、購入予定者は、分譲会社から提示された長期修繕計画（案）の内容及び設定した修

繕積立金の額を、また、見直し時において、管理組合は、専門家に依頼して見直した長期修繕計画の

内容及び設定した修繕積立金の額を、標準様式を参考としてチェックすることができます。 

２ その他のチェックの方法 

管理組合は、必要に応じて、現状の長期修繕計画と公益財団法人マンション管理センターが行ってい

る「長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス」または独立行政法人住宅金融支援機構が提供して

いる「マンションライフサイクルシミュレーション～長期修繕ナビ～」を利用して作成した概略の長期修繕
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計画とを比較して、その見直しの必要性について検討することが望まれます。 

また、見直し後の長期修繕計画の内容及び設定した修繕積立金の額を、その概略の長期修繕計画と

比較してチェックすることができます。 
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